
 

 

 

 

平成 25 年度 

 

高知市政策・施策評価結果報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年 11 月 

高知市 



 

 

 



 

 

目 次 
 

Ⅰ．はじめに   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

 

Ⅱ．政策・施策評価について 

 

 １．政策・施策評価とは   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 

 ２．政策・施策評価のしくみ   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 

 

Ⅲ．政策・施策評価結果   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 

 

Ⅳ．政策・施策評価外部意見   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・298 

 

 

Ⅴ．政策・施策評価議会意見   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・302 

 

 

Ⅵ．まとめ   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・332 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 1 -



- 2 -



- 3 -



- 4 -



- 5 -



- 6 -



 平成25年度　政策・施策評価結果一覧
施策の
大綱名

調書

No 部局名
１次
評価

２次
評価

共生の環 01 自然の理解と共生の環境づくり 01 環境学習の推進 1 環境部 A
　 2 教育委員会 B

02 生態系の保護 3 環境部 B B
02 自然豊かなまちづくり 03 森林の保全・整備 4 農林水産部 A A

04 里山の保全と再生 5 環境部 A
6 農林水産部 B
7 商工観光部 D

05 農地の保全 8 農林水産部 A
9 農業委員会 A

10 都市建設部 A
06 海洋・河川環境の維持・保全 11 農林水産部 A

12 市民協働部 A
07 みどり豊かな市街地づくり 13 環境部 A A

03 環境汚染の防止 08 公害対策の推進 14 環境部 A A
09 生活排水対策の推進 15 都市建設部 A

16 環境部 A
04 共生文化の継承と創造 10 地域文化の再発見と継承と創造 17 教育委員会 B B

11 食を通じた地域文化の継承と創造 18 教育委員会 B
19 農林水産部 A
20 商工観光部 A

05 減災対策の強化 12 地域防災力の向上 21 防災対策部 B
22 消防局 C

13 災害対応力の向上 23 防災対策部 B
24 環境部 C
25 健康福祉部 C

06 環境負荷の少ない循環型社会の形成 14 廃棄物の発生抑制・再利用の推進 26 環境部 B
27 農林水産部 A

15 廃棄物の適正な処理 28 環境部 A A
07 地球温暖化防止への貢献 16 人にやさしい低炭素都市の実現 29 環境部 A

30 市民協働部 A
31 商工観光部 D

17 低炭素エネルギー活用の促進 32 環境部 B
33 商工観光部 D
34 農林水産部 B

08 平和を守り人権を尊重する社会づくり 18 憲法の意義を理解し平和を尊び守る社会づくり 35 総務部 B
36 教育委員会 A

19 人権を尊重する社会づくり 37 教育委員会 A
38 市民協働部 A

20 男女共同参画社会づくり 39 市民協働部 A
40 教育委員会 A

09 市民協働によるまちづくり 21 情報共有の推進 41 総務部 A
42 市民協働部 A

22 地域コミュニティの活性化 43 市民協働部 A A
23 NPO・ボランティア活動の推進 44 市民協働部 A A
24 地域福祉の推進 45 健康福祉部 A A

安心の環 10 いきいき安心の高齢社会づくり 25 生涯現役のまちづくり 46 健康福祉部 B
47 商工観光部 A

26 いきいき高齢者のまちづくり 48 健康福祉部 B A
27 介護システムの充実 49 健康福祉部 B A

11 障害のある人が安心して暮らせる環境づくり 28 障害のある人への支援 50 健康福祉部 A A
29 社会参加への支援 51 健康福祉部 A A
30 バリアフリーの推進 52 健康福祉部 A

53 教育委員会 A
54 都市建設部 B

31 障害のある子どもへの支援 55 健康福祉部 A
56 教育委員会 B

12 安全安心の生活環境づくり 32 生涯にわたる心身の健康づくり支援 57 健康福祉部 B
58 教育委員会 B

33 安心の地域医療体制づくり 59 健康福祉部 C A
34 食の安全の確保 60 健康福祉部 B

61 教育委員会 A
35 衛生的な生活環境づくり 62 健康福祉部 B A
36 健康危機管理体制と感染症対策の強化 63 健康福祉部 B A
37 消費者の権利の尊重と自立支援 64 市民協働部 A A

13 安心して生活できる社会保障の充実 38 低所得者福祉の充実 65 健康福祉部 A A
39 国民健康保険の健全運営 66 健康福祉部 B A

育みの環 14 子どもを生み育てやすい環境づくり 40 子育て支援の充実 67 健康福祉部 A
68 教育委員会 C

41 子どもを大切に育てるまちづくり 69 健康福祉部 B
70 教育委員会 C

施　策　名　称政　策　名　称

B

A

A

A

A

A

B

A

A

A

B

B

A

A

A

A

A

A

A

B

A

A
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施策の
大綱名

調書

No 部局名
１次
評価

２次
評価

15 未来に翔る土佐っ子の育成 42 心と体の穏やかな成長をめざした支援の充実 71 健康福祉部 A
72 教育委員会 B

43 確かな学力を付けるための授業改革 73 教育委員会 A A
44 子どもたちの進路を保障する指導 74 教育委員会 A A
45 組織として機能する学校づくり 75 教育委員会 A A
46 教育環境の充実を図るための施設整備 76 教育委員会 A A
47 青少年を守り育てるまちづくり 77 教育委員会 A A
48 高等学校教育の充実 78 教育委員会 A A

16 いきいき学び楽しむ生涯学習・スポーツの環境づくり 49 生涯学習の推進 79 教育委員会 A A
50 生涯スポーツの推進 80 教育委員会 B A

17 多様な文化を身近に親しむ環境づくり 51 芸術文化施策の推進 81 教育委員会 A B
52 芸術文化と他分野との連携による地域文化の創造 82 教育委員会 A B
53 横山隆一記念まんが館を核としたまんが文化の振興 83 教育委員会 A A
54 文化財保護と郷土の歴史学習の推進 84 教育委員会 C

85 総務部 A
地産の環 18 山間の恵みを活かす林業の振興 55 林業の基盤整備 86 農林水産部 A A

56 木材産業との連携 87 農林水産部 B
88 都市建設部 C

19 大地の恵みを活かす農業の振興 57 農業の基盤整備 89 農林水産部 A A
58 域内外への安定供給を可能とする産地づくり 90 農林水産部 A

91 教育委員会 A
92 商工観光部 A

59 農業の担い手の確保と育成 93 農林水産部 C C
60 地域特性を活かす特色ある農業の展開 94 農林水産部 A A

20 海川の恵みを活かす漁業の振興 61 漁業競争力・経営体の強化 95 農林水産部 B C
62 魚価の形成力強化 96 農林水産部 B C

21 独創性あふれるものづくりの振興 63 地場企業の飛躍に向けた支援 97 商工観光部 C C
64 ネットワークによる事業の創出 98 商工観光部 D

99 農林水産部 A
65 企業誘致の推進 100 商工観光部 A A

22 魅力あふれる商業の振興 66 地域特性を活かした商業集積の形成 101 商工観光部 A A
67 経営力の強化 102 商工観光部 A A
68 流通基盤の強化 103 農林水産部 A A

23 あったか土佐のおもてなし観光の充実 69 新たな観光魅力の創造 104 商工観光部 C A
70 観光客誘致と情報発信 105 商工観光部 C A
71 まごころ観光の充実 106 商工観光部 C A

24 いきいきと働ける社会づくり 72 地域における雇用創出 107 商工観光部 B B
73 キャリア教育の推進 108 商工観光部 D B
74 労働環境の整備 109 商工観光部 A A

まちの環 25 美しく快適なまちの形成 75 バランスの取れた都市の形成 110 都市建設部 A
111 環境部 A
112 農林水産部 C

76 良好な景観の形成 113 都市建設部 B B
26 にぎわう市街地の形成 77 都市中心核の形成促進 114 都市建設部 B

115 商工観光部 A
78 中心市街地の回遊性の向上 116 都市建設部 B

117 市民協働部 A
79 まちなか居住の推進 118 都市建設部 C B

27 便利で快適な交通網の整備 80 広域交通ネットワークの強化 119 都市建設部 B
120 商工観光部 A

81 都市交通の円滑化 121 市民協働部 A
122 都市建設部 A

82 公共交通の再生と活性化 123 市民協働部 A A
28 安全安心の都市空間整備 83 災害に強い都市基盤の整備 124 都市建設部 A

125 市民協働部 A
126 環境部 A

84 南海地震対策の推進 127 都市建設部 A
128 防災対策部 B
129 環境部 A

85 消防・救急体制の強化 130 消防局 A A
86 多様で良質な市営住宅ストックの形成 131 都市建設部 A A
87 交通安全対策の推進 132 市民協働部 A

133 都市建設部 A
134 農林水産部 A

88 水道ライフラインの強化 135 水道局 A A
89 墓地等の整備 136 市民協働部 A

137 環境部 A
自立の環 29 さらなる広域連携・交流の推進 90 広域行政の推進 138 総務部 A A

91 多様な主体との連携・交流 139 総務部 A A
30 持続可能で自立した行財政の基盤づくり 92 効率的で信頼される行政運営 140 総務部 C C

93 自立する持続可能な財政の確立 141 財務部 A A
94 情報化の推進 142 総務部 C A

31 住民による自治の環境づくり 95 地域コミュニティの再構築 143 市民協働部 A A
96 NPO・ボランティア活動の推進（再掲） 144 市民協働部 A A

政　策　名　称 施　策　名　称

A

A

C

A

B

A

A

A

B

A

A

A

A

A
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

01

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

環境学習講座への参加数 名 90

3,5864,1204,050

0

27

今
後
の

28 27

指標名

重
要
性

施策名

対象

環境学習の推進

単位

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　自然と人の共生に向けて，豊かな自然環境を守
り，将来へと引き継いでいくためには，市民がさま
ざまな機会を通じて自然を理解し，環境について学
習していくことが大切です。特に，次代を担う子ど
もたちへの環境教育は極めて重要な意義を有してい
ます。
　市民が自然のしくみを知り，理解を深めていくこ
とができるように，森･里･海をつなぐ環境軸である
清流･鏡川を中心として，子どもから高齢者まであ
らゆる世代に対する環境学習や自然体験の機会創出
に取り組んでいきます。また，野生の鳥獣や昆虫，
水生生物，植物などの生態系の保全を図ります。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.27

現
在
の

5.77

45.2%

3,600

270

調査
結果

団体

意図

・環境学習については，国，県，市，関係機関などさまざまなレベルで，多様なかたちの学習会等が開催されており，市民の満足度も若干
向上している。

・震災後，災害対策に対する関心の高まりが増すなか，減災の取組の中で災害廃棄物処理など環境対策は重要であることから，今後とも重
要度は増してくると思われる。

17

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

140.0%

4.21現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

清流・鏡川を中心とした環境学習や
自然体験の機会創出，野生の鳥獣な
どの生態系の保全

自然の理解と共生の環境づくり

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

環境政策課，清掃工場，東部環境センター，新エネルギー推進課　　

環境部

環境政策課

黒田　直稔

氏原　和彦

施策所管部

総合
計画
体系

自然の理解と共生の環境づくり01共生の環01

01 環境学習の推進

平成25年度　政策・施策評価調書

20

28

政策名

25年度

施策統括課

人

・環境問題に対する理解を深め，自然共生社会の実現を目指
す。

すべての高知市民

今後の重要性

東部環境センター等の見学団体数

5.68

目
　
的

　市民が自然のしくみを知り，自然環境に関する知識や理解を深めることができるように，関係機関と連携しながら環境教育や環境学習を推進
するとともに，環境問題の広報・啓発に努めます。
　また，川遊びや森遊びなどを通じて自然に触れることのできる空間づくりや，地域で産する旬の食材の活用などにより，市民が地域の自然の
良さを知る機会を拡大し，自然と文化を守り育てる機運の醸成に努めます。

取
組
方
針

3,977

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

69 114

清掃工場への来場者数

21年度
（現状）

22年度
（実績）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率

122

72.0%
5,000

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域

- 9 -



６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ａ
○第2次実施計画の数

値目標

・指導者育成の視点も加えた環境学習の推進を図る。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名
主な事業（取組）

主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

見学通路に環境標語の入選作品の
掲示や清掃工場の各種管理データ
の経年変化資料の掲示を実施。

見学通路の一角に環境学習情報を
提供するオープンスペースの設置

子どもの発達段階に応
じた環境学習の推進

水質検査・水生生物観察会
　　（対象：旭小4年生）

鏡川わくわくツアー

今後の取組方針

Ａ
自然と人の共生に向けて環境学習を推進していくことは重要
であり，継続して取組を推進していく。今後は関係機関との
連携強化，ＮＰＯ等との協働を進めるため，効果的な事業や
手法の検討をしていく。

環境政策課

・環境学習の推進については，さまざまな分野で行われているが，特に高知県内で，分野や対象年齢に応じて適切な指導ができる人材を，
関係機関とも連携して確保していくことが課題である。

1

水質検査・水生生物観察会
　　（対象：旭小4年生）

鏡川わくわくツアー

2
生涯学習としての環境
教育の実施

清掃工場の施設見学

見学通路に環境標語入選作品の掲
示や
清掃工場の各種管理データの経年
変化資料の掲示を実施。

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

3                   3                   4                   

3,061               3,465               4,526               

清掃工場

環境政策課

水質検査・水生生物観察会
　　（対象：旭東小4年生）

水生生物観察会
　　（対象：泰小1～5年生）

環境学習の推進

鏡川清流保全対策事業

実績なし

環境政策課

3
事業者，研究機関等と
協働した環境学習・教
育

実績なし

アユ産卵場整備を利用した水生生
物観察及び自然体験学習会

施策の課題と１次評価

環境政策課

「鏡川流域ネットワーク」活動に
おける様々な取組

4 環境問題の広報・啓発
野生鳥獣の保護

捕獲許可　130件
（※捕獲許可は平成23年度で終
了）

飼養許可　217件
（手数料　737,800円）

飼養許可　193件
（手数料　656,200円）

飼養許可　182件
（手数料　618,800円）

評　          価

実績なし アユ産卵場整備を利用した水生生
物観察及び自然体験学習会

評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5
水や生き物に触れ合え
る空間づくり

自然にふれあい親しむ機
会の創出

調書№  1
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

01

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率

80.0

76.9%

100.0%
15.0

21年度
（現状）

22年度
（実績）

目
　
的

　市民が自然のしくみを知り，自然環境に関する知識や理解を深めることができるように，関係機関と連携しながら環境教育や環境学習を推進
するとともに，環境問題の広報・啓発に努めます。
　また，川遊びや森遊びなどを通じて自然に触れることのできる空間づくりや，地域で産する旬の食材の活用などにより，市民が地域の自然の
良さを知る機会を拡大し，自然と文化を守り育てる機運の醸成に努めます。

取
組
方
針

15.8

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

77.3 74.4

食に関する体験学習等の実施率(中学校)

人

％

地域の自然の良さを知り，自然と文化を守り育てる行動がとれ
る。

児童・生徒・保護者・青
少年

今後の重要性

栽培活動の実施率

3,945
工石山青少年の家宿泊利用者数（年間宿泊利用
者数）

5.68

平成25年度　政策・施策評価調書

95

100

政策名

25年度

施策統括課

施策所管部

総合
計画
体系

自然の理解と共生の環境づくり01共生の環01

01 環境学習の推進

学校教育課，教育環境支援課，青少年課

教育委員会

教育環境支援課

松原　和廣

西村  浩代

4.21現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

清流・鏡川を中心とした環境学習や
自然体験の機会創出，野生の鳥獣な
どの生態系の保全

自然の理解と共生の環境づくり

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

調査
結果

％

意図

満足度が上がっているのは，自然環境に恵まれた本市の「豊かさ」に市民の意識が向いていると思われる。

本市の強みである豊かな自然について，自然環境保全に関する市民の関心は高くなってきているので，本施策の重要性は増していくと考え
る。

93

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

105.3%

3,590

4,670

80.0%

15.0

100.0

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　自然と人の共生に向けて，豊かな自然環境を守
り，将来へと引き継いでいくためには，市民がさま
ざまな機会を通じて自然を理解し，環境について学
習していくことが大切です。特に，次代を担う子ど
もたちへの環境教育は極めて重要な意義を有してい
ます。
　市民が自然のしくみを知り，理解を深めていくこ
とができるように，森･里･海をつなぐ環境軸である
清流･鏡川を中心として，子どもから高齢者まであ
らゆる世代に対する環境学習や自然体験の機会創出
に取り組んでいきます。また，野生の鳥獣や昆虫，
水生生物，植物などの生態系の保全を図ります。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.27

現
在
の

5.77

100

今
後
の

100 100

指標名

重
要
性

施策名

対象

環境学習の推進

単位

3,765 3,7564,490

食に関する体験学習等の実施率(小学校) ％ 65.1

15.815.85.3

58.1

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

施策の課題と１次評価

4

3

青少年課

・地域食材の学校給食への活用促進
・地域食材に関する指導資料の作成
・地域食材活用献立の研究
・地場産品活用促進協議会の実施
・食育実践発表会の開催
・親子料理教室の開催
・実践中心校の取組・啓発

小中学校食育・地場産品
活用推進事業(再掲)

3                   3                   4                   

3,061               3,465               4,526               

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

Ａ
自然と人の共生に向けて環境学習を推進していくことは重要
であり，継続して取組を推進していく。今後は関係機関の連
携強化，ＮＰＯ等との協働を進めるため，効果的な事業や手
法の検討をしていく。

教育環境支援課

高知の豊かな自然を身近に感じることが少なくなっていると思われる。

1

・地域食材の学校給食への活用促進
・地域食材に関する指導資料の作成
・地域食材活用献立の研究
・地場産品活用促進協議会の実施
・食育実践発表会の開催
・親子料理教室の開催
・実践中心校の取組・啓発

2
工石山青少年の家を活
用した自然体験学習の
推進

工石山青少年の家事業

　野外体験活動として，特色を生かし
た，工石山登山，沢登り，野外炊飯，
うどん打ち，キャンプ，ナイトウォーク
等に取り組んだ。
　主な主催事業は，自然（ツツジ，新
緑，ホタル，紅葉等）を楽しむ集い
や，テント村，炭焼き教室，冬山登山
等を実施した。

今後の取組方針

主な事業（取組）
主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

　野外体験活動として，特色を生かし
た，工石山登山，沢登り，野外炊飯，
うどん打ち，キャンプ，ナイトウォーク
等に取り組んだ。
　主な主催事業は，自然（ツツジ，新
緑，ホタル，紅葉等）を楽しむ集い
や，テント村，炭焼き教室，冬山登山
等を実施した。

　野外体験活動として，特色を生かし
た，工石山登山，沢登り，野外炊飯，
うどん打ち，キャンプ，ナイトウォーク
等に取り組む
　主な主催事業は，自然（ツツジ，新
緑，ホタル，紅葉等）を楽しむ集い
や，テント村，炭焼き教室，冬山登山
等を実施する。

食を通じた自然の理解

・地域食材の学校給食への活用促進
・地域食材に関する指導資料の作成
・地域食材活用献立の研究
・地場産品活用促進協議会の実施
・食育実践発表会の開催
・親子料理教室の開催
・実践中心校の取組・啓発

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ｂ
○第2次実施計画の数

値目標

対象者の実態を把握し，個別事業の内容を精査することが必要。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

調書№  2
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

01

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率

1,200

21年度
（現状）

22年度
（実績）

目
　
的

　郷土の豊かな生態系を後世に引き継いでいくために，都市地域や自然地域の特性を活かしながら緑地・水辺等の保全を図るとともに，野生生
物の保護と生息空間の保全・拡大に向けた取組を推進します。取

組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

1,352 1,168

生態系すなわち豊かな生物の多様性を保全し，将来にわたって
自然と共生する社会を実現する。

すべての高知市民

今後の重要性

希少動物等の繁殖成功率

5.68

平成25年度　政策・施策評価調書

50

51

政策名

25年度

施策統括課

施策所管部

総合
計画
体系

自然の理解と共生の環境づくり01共生の環01

02 生態系の保護

環境政策課，みどり課　

環境部

環境政策課

黒田　直稔

氏原　和彦

4.21現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

清流・鏡川を中心とした環境学習や
自然体験の機会創出，野生の鳥獣な
どの生態系の保全

自然の理解と共生の環境づくり

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

調査
結果

％

意図

・第一次実施計画で掲げる数値目標を達成するなど，満足度は高い領域にあるものの，生態系保全の取組は非常に多岐にわたるものであ
り，地域住民との協働で進めていかなければならない事業も多く，住民協働のあり方については今後とも検討を加えていかなければならな
い。

・重要度は若干低めに捉えられているが，生物多様性国家戦略や地方自治体の地域戦略に見られるように，「生物多様性」の考え方を取り
入れた施策により，あらゆる面で今後とも重要度が増してくるものと判断するる

44

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

102.0%

120.0%
1,000

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　自然と人の共生に向けて，豊かな自然環境を守
り，将来へと引き継いでいくためには，市民がさま
ざまな機会を通じて自然を理解し，環境について学
習していくことが大切です。特に，次代を担う子ど
もたちへの環境教育は極めて重要な意義を有してい
ます。
　市民が自然のしくみを知り，理解を深めていくこ
とができるように，森･里･海をつなぐ環境軸である
清流･鏡川を中心として，子どもから高齢者まであ
らゆる世代に対する環境学習や自然体験の機会創出
に取り組んでいきます。また，野生の鳥獣や昆虫，
水生生物，植物などの生態系の保全を図ります。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.27

現
在
の

5.77

46

今
後
の

46 46

指標名

重
要
性

施策名

対象

生態系の保護

単位

野生生物保護など環境教育のための参加者数 人 800 737

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

施策の課題と１次評価

未定（県の予算措置もなし）

4

3
グラウンドワークの推
進

実績なし

環境政策課

環境政策課

小中学校を主な対象としていた出
前授業の枠を広げ、高齢者教室や
高等学校へ講師派遣を行った。
裏側探検の年間開催回数を昨年の
6回から10回に増やした。

野生生物保護の普及啓発
事業

グラウンドワーク推進事
業

実績なし

4                   5                   2                   

138,268             125,940             117,735             

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

Ｂ
グラウンドワーク推進事業は，取組実績がなく見直しを検討
していく。今後は住民との協働や関係機関との連携を強化し
た取組を推進していく。

みどり課

・野生生物の保護については，有害鳥獣の捕獲にみられるように，公共的な利益と人道的な利益が相反する面もあるが，「生物多様性の保
全」に向けた取組を強め，啓発を行っていく必要がある。
・新しい「高知市ほたる条例」による保護区域の設定や罰則規定の新設により抑止効果と保護意識を高めることには効果的であると思われ
るが，その後の運用には「ほたるによる地域づくり」や住民協働の視点が不可欠である。２５年度には県ホタルネットワーク設立の動きも
あり，今後とも関係機関と連携した取組が必要である。
・「グラウンドワーク推進事業」は予算措置もされていないため，見直しが必要である。

1

出前授業だけでなく、環境学習に
関連した授業のカリキュラムに
沿った教材として、動物の頭骨な
どの貸出事業の取り組みを始め
る。
裏側探検の年間開催回数をさらに
増やし17回にする。

2 生息空間の保全
生息空間の保全

鏡川落ちアユ迷入防止策継続設置

今後の取組方針

主な事業（取組）
主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

ホタル学習会
ホタルシンポジウム
高知市ほたる条例改正

ホタル学習会
高知市ほたる条例の改正に伴うホ
タル保護区域設定

野生生物の保護

出前授業の派遣先を高知市内だけ
でなく定住自立圏域へと広げ広報
を行った。高知市内小中学校対象
の「こども環境教室」や水族館と
の交流行事を毎年開催する恒例事
業とした。

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ｂ
○第2次実施計画の数

値目標

・住民との協働をより高めた取組を推進する。
・学校との連携を密にし学校現場が求める内容に応じたカリキュラムの構
築を推進していく。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

調書№  3
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

02

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

88

今
後
の

187 173

指標名

重
要
性

施策名

対象

森林の保全・整備

単位

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　緑や水辺などの自然は人々に安らぎを与え，多様
な生態系を育む場ともなります。
　市域の森林や川・海の自然を守り育てるととも
に，自然と人の共生文化の基盤となってきた里山，
農地などの二次自然についても貴重な自然と位置付
け，その保全に取り組みます。さらに，市街地にお
いては，身近に自然に親しむことができる空間の創
出を図るなど，森・里・海を通じた環境保全に取り
組み，自然豊かなまちづくりを進めます。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.22

現
在
の

6.04

調査
結果

ha

意図

本市の森林面積は市域面積の約56%を占めているが，近年の林業の採算性の悪化などにより林業生産活動が停滞している。そのため，間伐
や保育等が適正に実施されていない森林が存在するようになってきており，満足度が中程度で平成23年度からほとんど変化がなかったので
はないかと考える。

地球環境の保全の観点等から，森林の持つ多面的機能，森林保全は重要であるが平成23年度より微減となっている｡森林が身近な存在とな
る努力が必要である｡

188

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

60.0%

4.14現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

森林・川・海・里山・農地などの保
全，みどり豊かな市街地づくり

自然豊かなまちづくり

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

鏡地域振興課，農林水産課

農林水産部

鏡地域振興課

本山  幸一

楠本　太

施策所管部

総合
計画
体系

自然豊かなまちづくり02共生の環01

03 森林の保全・整備

平成25年度　政策・施策評価調書

250

150

政策名

25年度

施策統括課

森林の持つ多面的機能が十分に発揮されるよう，また森林の保
全や自然とのふれあい等の体験活動の場として活用できるよう
に，適正な森林施業及び施設整備を推進する。

高知市の民有林

今後の重要性

間伐実施面積

5.94

目
　
的

　水源かん養や二酸化炭素吸収，土砂流出防止といった森林の公益的機能の確保・向上を図るために，将来を見通した適正な管理に取り組みま
す。
　また，森林資源の成熟や有効活用を図るために森林施業を促進するとともに，企業や市民と協働しながら森林整備に取り組み，憩いと交流の
場として森林の利活用の促進を図ります。

取
組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

21年度
（現状）

22年度
（実績）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域

- 15 -



６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ａ
○第2次実施計画の数

値目標

森林を市民にとって身近な存在とするための施策の継続が必要である｡

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名
主な事業（取組）

主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

間伐 34.08ha
交流活動 ７回実施

事業費 6,300千円

除間伐 32.50ha
作業道開設 450m
交流活動 ７回実施予定

事業費 7,470千円

民有林の保護育成

保育間伐　26.71ha
搬出間伐　20.34ha
下刈　　　3.98ha
作業道開設　2,987m
間伐材搬出（一般用材）1,501㎥
間伐材搬出（チップ）　510㎥

事業費　4,282千円

今後の取組方針

Ａ
森林の公益的機能の確保・向上等のための取組は，継続して
行うことで成果向上が図られるため，今後も従来の取組で引
き続き成果向上を目指す。

鏡地域振興課

　年間の間伐目標面積を250haとしているが，国の施業施策が保育間伐から搬出間伐に移行したことにより，間伐施業の鈍化が懸念される。
(間伐事業費の原資は，国・県の補助制度によるところが大きいため。)

1

保育間伐・除伐（竹のみ）10ha
新植・下刈・除伐（竹以外）・搬
出間伐　　　　20ha
作業道開設　　2,600m
間伐材搬出（一般用材）2,800㎥
間伐材搬出（チップ）　　500㎥

事業費　5,000千円

2 協働による森林づくり
協働の森づくり事業

除間伐 33.77ha
作業道開設 276m
交流活動 ６回実施

事業費 4,830千円

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

14                  15                  17                  

31,244              33,406              65,444              

鏡地域振興課

鏡地域振興課

保育間伐　15.32ha
搬出間伐　11.34ha
下刈　　　4.55ha
間伐材搬出（一般用材）　239㎥
間伐材搬出（チップ）　86.2㎥

事業費　790千円

森林総合整備事業費補助
金

市有林造林事業

間伐 4.17ha

事業費 417千円

鏡地域振興課

3 市有林の適正管理

間伐 10.50ha
作業道開設 27m

事業費 852千円

防潮保安林の保全監視委託
防潮保安林内の草刈　　7,968㎡
防潮保安林内の被害木伐倒
2.931㎥

事業費　1,163千円

施策の課題と１次評価

農林水産課

間伐 2.0ha
作業道開設 350m

事業費 1,200千円

4 市民の森整備
市民の森整備事業

焼野の森に簡易水洗トイレを整備

事業費 7,629千円

雪光山の登山口付近に簡易水洗ト
イレを整備

事業費 6,300千円

焼野の森に東屋を整備

事業費 6,200千円

評　          価

防潮保安林の保全監視委託
防潮保安林内の草刈　　7,968㎡
防潮保安林内の被害木伐倒
3.736㎥

事業費　　1,355千円

防潮保安林の保全監視委託
防潮保安林内の草刈　　7,979㎡

事業費　　909千円

評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5 保安林の適正管理
防潮林管理事業

調書№  4
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

02

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率
21年度

（現状）
22年度

（実績）

目
　
的

　市民や市民団体，土地所有者等が積極的かつ主体的に活動し，維持・管理が継続される，環境の世紀にふさわしい人と里山の新たな関係を構
築し，貴重な自然の一つである里山の保全を図ります。
　また，竹林の利活用を進め，里山の再生と地域の活性化を図ります。

取
組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

生物多様性に対する重要性の認識を深め、地域活性化を図る。すべての高知市民

今後の重要性 5.94

平成25年度　政策・施策評価調書

政策名

25年度

施策統括課

施策所管部

総合
計画
体系

自然豊かなまちづくり02共生の環01

04 里山の保全と再生

環境政策課

環境部

環境政策課

黒田　直稔

氏原　和彦

4.14現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

森林・川・海・里山・農地などの保
全，みどり豊かな市街地づくり

自然豊かなまちづくり

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

調査
結果

意図

・里山の保全と再生に向けた取り組みを条例化した試みは，全国的にみても先進的なものであり，一定の評価を得ていると判断する。

・地域コミュニティ再生の場として，次世代に引き継ぐ視点からも今後の重要度は増してくるものと判断する。

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　緑や水辺などの自然は人々に安らぎを与え，多様
な生態系を育む場ともなります。
　市域の森林や川・海の自然を守り育てるととも
に，自然と人の共生文化の基盤となってきた里山，
農地などの二次自然についても貴重な自然と位置付
け，その保全に取り組みます。さらに，市街地にお
いては，身近に自然に親しむことができる空間の創
出を図るなど，森・里・海を通じた環境保全に取り
組み，自然豊かなまちづくりを進めます。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.22

現
在
の

6.04

今
後
の

指標名

重
要
性

施策名

対象

里山の保全と再生

単位

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

○

施策の課題と１次評価

4

3

環境政策課

里山審議会　　　２回開催
庁内対策委員会　２回開催

高知市里山保全条例の見
直し

3                   5                   4                   

714                 3,965               4,676               

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

Ｂ
里山再生のための竹林の利活用を想定したバイオマスタウン
構想実施事業については，民間企業の事業中止により取組が
進んでいない状況から，新たな竹林の利活用を検討してい
く。また施策の数値目標の設定が必要。

環境政策課

・高知市里山保全条例では，５つの指針に基づき次の世代に引き継ぐことを目的として保全地区の指定を行うこととなっているが，この５
つの指針は，里山の生物多様性と市民利用からみた重要度評価の指針となるものである。従って，生物多様性が高く，市民利用の多い里山
は，当然重要度も高い里山と位置づけられるが，指定後は，地域特性に応じた保全活用施策の具体化に向けた展開と次世代に引き継ぐ視点
が不可欠である。
・里山の定義，里山の重要度指標の定義があいまいであるため，防災機能を併せ持つなどの指針が先行してしまう傾向があり，改善の必要
があるが，生物多様性の向上と調和した取組として必要である。

1

平成24年度で方針が決定

2 里山保全の推進
里山保全活動支援事業

実績なし

今後の取組方針

主な事業（取組）
主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

H24年4月1日付葛島山第２期協定締結
葛島山・・・津波避難場所にもなり得る里
山として整備（1,500千円）
南ケ丘・・・里山環境学習会を開催し，里
山の重要性について啓発（1,512千円）
ノツゴ山・・・新たな手法で里山指定を行え
るよう試行

H26年4月1日付秦山第２期及びノ
ツゴ山締結に向けて，説明会開催
等
協定締結事務

高知市里山保全条例の
見直し

里山審議会　　３回開催
モデル地区　３カ所設置
取組を実施する中で，制度を検証
　　　　　　　　↓
条例の改正は行わず，運用面で対
応

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ａ
第2次実施計画の数

値目標

・里山保全地区指定面積と里山保全地区協定面積を新たな数値目標として
設定する。
・生物多様性の向上と調和した防災機能の付与を検討する。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

調書№  5
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

02

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

今
後
の

指標名

重
要
性

施策名

対象

里山の保全と再生

単位

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　緑や水辺などの自然は人々に安らぎを与え，多様
な生態系を育む場ともなります。
　市域の森林や川・海の自然を守り育てるととも
に，自然と人の共生文化の基盤となってきた里山，
農地などの二次自然についても貴重な自然と位置付
け，その保全に取り組みます。さらに，市街地にお
いては，身近に自然に親しむことができる空間の創
出を図るなど，森・里・海を通じた環境保全に取り
組み，自然豊かなまちづくりを進めます。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.22

現
在
の

6.04

調査
結果

意図

微増しており，自然に対する市民意識が高まりつつある。

微減しているが，里山の保全等，身近な自然に対する市民意識が一定保たれている。

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

4.14現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

森林・川・海・里山・農地などの保
全，みどり豊かな市街地づくり

自然豊かなまちづくり

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

春野地域振興課，鏡地域振興課

農林水産部

春野地域振興課

本山　幸一

山本　頼男

施策所管部

総合
計画
体系

自然豊かなまちづくり02共生の環01

04 里山の保全と再生

平成25年度　政策・施策評価調書

政策名

25年度

施策統括課

竹材の利活用を進め，里山の再生と地域の活性化につなげる。里山，竹資源

今後の重要性 5.94

目
　
的

　市民や市民団体，土地所有者等が積極的かつ主体的に活動し，維持・管理が継続される，環境の世紀にふさわしい人と里山の新たな関係を構
築し，貴重な自然の一つである里山の保全を図ります。
　また，竹林の利活用を進め，里山の再生と地域の活性化を図ります。

取
組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

21年度
（現状）

22年度
（実績）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ｂ
第2次実施計画の数

値目標

竹バイオマス事業は，地域資源の活用と里山を再生し自然環境を保全する
上でも重要な事業であるが，民間主導の事業であることから継続して企業
の立地に努める必要がある。現在具体的な実施企業はいないが，受け入れ
態勢は整えている必要がある。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名
主な事業（取組）

主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

里山の再生

新たな進展はない。

今後の取組方針

Ｂ
里山再生のための竹林の利活用を想定したバイオマスタウン
構想実施事業については，民間企業の事業中止により取組が
進んでいない状況から，新たな竹林の利活用を検討してい
く。また施策の数値目標の設定が必要。

春野・鏡地域振興課

　竹材の資源活用は，それぞれの業種の企業により個々に活用を図る事業計画は持っているものの，域内において，広く地域の関係者の連
携の下，バイオマスの発生から利用までが効率的なプロセスで結ばれた総合的利活用システムが構築され，安定的かつ適正な竹バイオマス
の利活用実施されるまでの事業計画に至っていない。竹林被害によって荒廃した里山を取り戻し自然環境を保全する上でも重要な施策であ
り，粘り強く取り組む必要がある。

1

新たな事業計画はない。

2

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

3                   5                   4                   

714                 3,965               4,676               

これまで竹バイオマス事業の実施
に向け取り組んできた民間企業か
ら，現時点での事業の立ち上げは
困難との申し出を受け，新たな企
業の立地に向け取り組んだ。１企
業から竹バイオマス事業実施に向
けた事業化計画が示されが，その
後企業の繁忙等から進展はない。

高知市バイオマスタウン
構想実施事業

3

施策の課題と１次評価

4

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

調書№  6
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

02

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率
21年度

（現状）
22年度

（実績）

目
　
的

　市民や市民団体，土地所有者等が積極的かつ主体的に活動し，維持・管理が継続される，環境の世紀にふさわしい人と里山の新たな関係を構
築し，貴重な自然の一つである里山の保全を図ります。
　また，竹林の利活用を進め，里山の再生と地域の活性化を図ります。

取
組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

豊富にある竹資源の利活用が行われ，里山地域が活性化され
る。

市民

今後の重要性 5.94

平成25年度　政策・施策評価調書

政策名

25年度

施策統括課

施策所管部

総合
計画
体系

自然豊かなまちづくり02共生の環01

04 里山の保全と再生

商工振興課

商工観光部

商工振興課

中澤　慎二

狩場　信壽

4.14現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

森林・川・海・里山・農地などの保
全，みどり豊かな市街地づくり

自然豊かなまちづくり

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

調査
結果

意図

満足度は高い値で横ばいとなっている。バイオマスタウン構想進捗は停滞しているものの，元来ある自然資源を背景に他の施策効果による
ものと考えられる。

重要性は中位に位置しているがやや低下傾向にある。自然災害が相次ぐ中，防災・減災意識の高まりにより相対的に下がったものと考えら
れる。

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　緑や水辺などの自然は人々に安らぎを与え，多様
な生態系を育む場ともなります。
　市域の森林や川・海の自然を守り育てるととも
に，自然と人の共生文化の基盤となってきた里山，
農地などの二次自然についても貴重な自然と位置付
け，その保全に取り組みます。さらに，市街地にお
いては，身近に自然に親しむことができる空間の創
出を図るなど，森・里・海を通じた環境保全に取り
組み，自然豊かなまちづくりを進めます。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.22

現
在
の

6.04

今
後
の

指標名

重
要
性

施策名

対象

里山の保全と再生

単位

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

施策の課題と１次評価

4

3

農林水産部を主管部局とするバイ
オマスタウン構想の実現に向け，
バイオマス関連企業への誘致営業
活動を行ったが同社の事業構想中
止のため誘致営業を中止。

高知市バイオマスタウン
構想実施事業

3                   5                   4                   

714                 3,965               4,676               

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

Ｂ
里山再生のための竹林の利活用を想定したバイオマスタウン
構想実施事業については，民間企業の事業中止により取組が
進んでいない状況から，新たな竹林の利活用を検討してい
く。また施策の数値目標の設定が必要。

商工振興課

県外の竹利用関連企業の誘致営業を進めてきたが，対象企業の事業構想中止により誘致の取組を中止とした。

1

産業振興施策として竹製品製造企
業を支援

2

今後の取組方針

主な事業（取組）
主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

里山の再生

産業振興施策として市内竹製品製
造企業を県とともに検討支援

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ｄ
第2次実施計画の数

値目標

県産竹材を利用した竹関連製品製造企業の支援については，バイオマスタ
ウン構想と分離し，産業振興施策として支援していく。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

調書№  7
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

02

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率

900

21年度
（現状）

22年度
（実績）

目
　
的

　農地は食料生産の基盤であるとともに，気温調整機能や洪水調整機能など，さまざまな公益的機能を有していることから，中・長期的な見通
しに基づく農地の保全を進めます。
　また，関係機関等とも連携して，担い手に農地の利用をあっせんするなど，農地等の有効活用と遊休農地等の発生と拡大の防止に努めます。

取
組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

898 623

耕作を適正に継続する農地

今後の重要性

ユズの生産面積

5.94

平成25年度　政策・施策評価調書

57

57

政策名

25年度

施策統括課

施策所管部

総合
計画
体系

自然豊かなまちづくり02共生の環01

05 農地の保全

農林水産課，土佐山地域振興課

農林水産部

農林水産課

本山　幸一

池内　章

4.14現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

森林・川・海・里山・農地などの保
全，みどり豊かな市街地づくり

自然豊かなまちづくり

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

調査
結果

ha

意図

満足度は微増しており，どちらかといえばを含めると満足が不満より多い。農地は別として，自然の保全が図られていると一定評価されて
いると考えられる。

重要度は微減しているが，どちらかといえばを含めると重要性が高いが70%以上あるなど，市民の意識が高いと考えれ，現在の取組は維持
する。

51.8

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

100.0%

112.5%
800

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　緑や水辺などの自然は人々に安らぎを与え，多様
な生態系を育む場ともなります。
　市域の森林や川・海の自然を守り育てるととも
に，自然と人の共生文化の基盤となってきた里山，
農地などの二次自然についても貴重な自然と位置付
け，その保全に取り組みます。さらに，市街地にお
いては，身近に自然に親しむことができる空間の創
出を図るなど，森・里・海を通じた環境保全に取り
組み，自然豊かなまちづくりを進めます。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.22

現
在
の

6.04

56

今
後
の

55 56

指標名

重
要
性

施策名

対象

農地の保全

単位

ユズ酢生産量 ｔ 614 799

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

施策の課題と１次評価

4

3

土佐山地域振興課

優良農地の確保，農地の適正管理
に向けた高知市農業振興地域整備
計画の全体見直しを実施農業振興地域整備計画改

定事業

4                   4                   4                   

61,028              60,692              63,877              

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

Ａ 従来の取組で成果向上が図られている。今後は農地の担い手
確保等の取組も推進していく。

農林水産課

　農地は耕作を継続することにより食料生産等様々な機能を発揮しているが，農業者の高齢化等により耕作放棄地が増加し，その機能が失
われるなど，大きな課題となっている。今後も，農地の保全を図るため，地域の実態を把握し，担い手への農地集積などに積極的に取り組
む必要がある。

1

農用地区域からの除外等個別の変
更申請について法令等に基づき適
正に計画変更を行う

2
遊休農地の有効活用と
発生防止

ユズ産地化対策事業

・ユズの育苗対策
・ユズ産地化対策事業を行う事業
実施主体への支援
・果樹専門の営農指導員の配置

今後の取組方針

主な事業（取組）
主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

・ユズの育苗対策
・ユズ産地化対策事業を行う事業
実施主体への支援
・果樹専門の営農指導員の配置

・ユズの育苗対策
・ユズ産地化対策事業を行う事業
実施主体への支援（ユズ園マップ
の作成等）
・果樹専門の営農指導員の配置

農業振興地域の適正管
理

農用地区域からの除外等個別の変
更申請について法令等に基づき適
正に計画変更

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ａ
○第2次実施計画の数

値目標

農地の保全は，農業振興にとって必要な施策であり，第２次実施計画でも
継続する。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

調書№  8
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

02

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

今
後
の

指標名

重
要
性

施策名

対象

農地の保全

単位

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　緑や水辺などの自然は人々に安らぎを与え，多様
な生態系を育む場ともなります。
　市域の森林や川・海の自然を守り育てるととも
に，自然と人の共生文化の基盤となってきた里山，
農地などの二次自然についても貴重な自然と位置付
け，その保全に取り組みます。さらに，市街地にお
いては，身近に自然に親しむことができる空間の創
出を図るなど，森・里・海を通じた環境保全に取り
組み，自然豊かなまちづくりを進めます。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.22

現
在
の

6.04

調査
結果

意図

市民意識調査によると，平成25年度は平成23年度に比較して微増しているが，大きな変化ではない。点数もちょうど中間くらいである。グ
ラフを見ても大きな変化はない。こうしたことから，市民からある程度の評価はもらっているのではないか，と考えている。

平成23年度から平成25年度は微減しているが，大きな変化ではない。環境保全が叫ばれる社会状況からすれば，市民意識も高まってきてい
ると考えている。

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

4.14現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

森林・川・海・里山・農地などの保
全，みどり豊かな市街地づくり

自然豊かなまちづくり

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

農業委員会

農業委員会

農業委員会

石田　高徳

上野　昇一

施策所管部

総合
計画
体系

自然豊かなまちづくり02共生の環01

05 農地の保全

平成25年度　政策・施策評価調書

政策名

25年度

施策統括課

保全する
①遊休農地の発生と拡大の防止
②農地の有効活用

農地

今後の重要性 5.94

目
　
的

　農地は食料生産の基盤であるとともに，気温調整機能や洪水調整機能など，さまざまな公益的機能を有していることから，中・長期的な見通
しに基づく農地の保全を進めます。
　また，関係機関等とも連携して，担い手に農地の利用をあっせんするなど，農地等の有効活用と遊休農地等の発生と拡大の防止に努めます。

取
組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

21年度
（現状）

22年度
（実績）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ａ
○第2次実施計画の数

値目標

引き続き着実に取組を進めていくこととする。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名
主な事業（取組）

主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

遊休農地等の有効活用
と発生防止

従来から実施している地区について
は5月23日～7月31日に，新たに実施
した鴨田・潮江・中央地区について
は，11月19日～12月14日に農地パト
ロールを実施した。また，遊休農地の
所有者に対して指導するとともに，新
たな耕作者につなげるため活用意向
調査を実施した。

今後の取組方針

Ａ 従来の取組で成果向上が図られている。今後は農地の担い手
確保等の取組も推進していく。

農業委員会

　農地の保全に関する取組に関しては，さまざまなものがあるが，農地の状態を確認して改善を指導する「農地パトロール」は実際に農業
委員・職員が現地に出向き確認を行っている取組であるので，重要な事業の一つである。地道な指導を継続していくことが重要であると考
えている。
　利用権設定については，農地を遊休農地にしないために，農地を耕作できる農業者に橋渡しをする制度であり，少しでも有効活用してい
く手段として，法令にも定められているものである。課題としては，担い手の発掘等が考えられる。

1

5月～8月農地パトロールを実施す
る。さらに，遊休農地が周辺農業
に影響を及ぼす影響の高い地域を
重点的に，利用状況調査を順次実
施する。
遊休農地の所有者に対して指導す
るとともに，新たな耕作者につな
げるための取組を進める。

2

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

4                   4                   4                   

61,028              60,692              63,877              

5月18日～11月11日 統合した春野地
区を含めた市街化区域を主に農地パ
トロールを実施。12月16日～16日 五
台山地区について，航空写真等も活
用し，重点的に実施した。また，遊休
農地の所有者に対して指導するとと
もに，新たな耕作者につなげるため
活用意向調査を実施した。

農地パトロール
(利用状況調査)

3

施策の課題と１次評価

4

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

○

調書№  9
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

02

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

今
後
の

指標名

重
要
性

施策名

対象

農地の保全

単位

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　緑や水辺などの自然は人々に安らぎを与え，多様
な生態系を育む場ともなります。
　市域の森林や川・海の自然を守り育てるととも
に，自然と人の共生文化の基盤となってきた里山，
農地などの二次自然についても貴重な自然と位置付
け，その保全に取り組みます。さらに，市街地にお
いては，身近に自然に親しむことができる空間の創
出を図るなど，森・里・海を通じた環境保全に取り
組み，自然豊かなまちづくりを進めます。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.22

現
在
の

6.04

調査
結果

意図

平成23年度の4.14から平成25年度の4.22に満足度が微増している。この要因としては，鏡・土佐山・春野地域との合併により「森林や農地
を含む自然」が増えたという認識が市民に浸透してきたことが大きいと考えられる。

平成23年度の6.04から平成25年度の5.94に微減しているものの依然として重要と考えている市民は多く，今後も自然環境に配慮したまちづ
くりが必要と考えられる。

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

4.14現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

森林・川・海・里山・農地などの保
全，みどり豊かな市街地づくり

自然豊かなまちづくり

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

都市計画課

都市建設部

都市計画課

海治　甲太郎

和田　享仁

施策所管部

総合
計画
体系

自然豊かなまちづくり02共生の環01

05 農地の保全

平成25年度　政策・施策評価調書

政策名

25年度

施策統括課

みだりに開発等による転用をさせない，耕作放棄地を増やさな
い

農地

今後の重要性 5.94

目
　
的

　農地は食料生産の基盤であるとともに，気温調整機能や洪水調整機能など，さまざまな公益的機能を有していることから，中・長期的な見通
しに基づく農地の保全を進めます。
　また，関係機関等とも連携して，担い手に農地の利用をあっせんするなど，農地等の有効活用と遊休農地等の発生と拡大の防止に努めます。

取
組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

21年度
（現状）

22年度
（実績）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ａ
第2次実施計画の数

値目標

農地の荒廃には，人口の流出や高齢化が大きく影響しており，それらの改
善に向けた方向性を具体的に都市計画の方針と農業振興計画の両面を調整
していくことが重要である。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名
主な事業（取組）

主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

都市内農地の保全

都市計画マスタープラン等による
誘導

今後の取組方針

Ａ 従来の取組で成果向上が図られている。今後は農地の担い手
確保等の取組も推進していく。

都市計画課

　鏡・土佐山・春野地域との合併により，高知市の自然環境は広がったが，高齢化や人口の減少，更に農家後継者の営農離れなどにより森
林の荒廃や耕作放棄地の増大という現象が顕著化している。農地の持つ洪水調整などの公益機能を理解し，規制・誘導していくための方向
性の提示，合意形成が重要となってくる。

1

都市計画マスタープラン等による
誘導

2

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

4                   4                   4                   

61,028              60,692              63,877              

都市計画マスタープラン等による
誘導

都市内農地の保全

3

施策の課題と１次評価

4

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

○

調書№ 10
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

02

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

今
後
の

指標名

重
要
性

施策名

対象

海洋・河川環境の維持・保全

単位

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　緑や水辺などの自然は人々に安らぎを与え，多様
な生態系を育む場ともなります。
　市域の森林や川・海の自然を守り育てるととも
に，自然と人の共生文化の基盤となってきた里山，
農地などの二次自然についても貴重な自然と位置付
け，その保全に取り組みます。さらに，市街地にお
いては，身近に自然に親しむことができる空間の創
出を図るなど，森・里・海を通じた環境保全に取り
組み，自然豊かなまちづくりを進めます。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.22

現
在
の

6.04

調査
結果

意図

満足度は微増しており，どちらかといえばを含めると満足が不満より多い。河川を含め自然の保全が図られていると一定評価されていると
考えられる。

重要度は微減しているが，どちらかといえばを含めると重要性が高いが70%以上あるなど，市民の意識が高いと考えれ，現在の取組は維持
する。

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

4.14現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

森林・川・海・里山・農地などの保
全，みどり豊かな市街地づくり

自然豊かなまちづくり

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

農林水産課

農林水産部

農林水産課

本山　幸一

池内　章

施策所管部

総合
計画
体系

自然豊かなまちづくり02共生の環01

06 海洋・河川環境の維持・保全

平成25年度　政策・施策評価調書

政策名

25年度

施策統括課

維持・保全自然環境

今後の重要性 5.94

目
　
的

　河川及び浦戸湾の再生をめざした活動を市民と協働で行い，親水意識及び美化意識の高揚を図ります。
　また，鏡川を「森と海とまちをつなぐ環境軸」として，良好な水質や流域の特性に応じた豊かな自然環境の保全，良好な景観形成に向けた取
組を推進します。
　さらに，魅力ある漁業の再生をめざして，森林の荒廃を防ぐための環境保全活動を支援し，内水面資源の維持・増殖と海洋環境の回復を促進
します。

取
組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

21年度
（現状）

22年度
（実績）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ａ
第2次実施計画の数

値目標

海洋・河川環境の維持・保全は漁業振興にも重要であり，水産資源増殖の
観点からも第２次実施計画でも種苗放流の継続が必要。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名
主な事業（取組）

主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

海洋・河川環境の維
持・保全

鏡川水系における魚類の資源増殖
と市民が親しめる河川環境づくり
のため，漁業権を持つ鏡川漁業協
同組合に委託し，アユ，アメゴ，
モクズガニ，ウナギの種苗放流の
実施。

今後の取組方針

Ａ 海洋・河川環境の維持・保全に係る数値目標の設定が必要。

農林水産課

　海洋・河川環境の維持・保全を図るために，市民が自然と触れ合い，親しみを感じるような機会を持つことも重要。内水面資源が減少
し，漁業者等が減少しているなかで，アユ等の種苗放流は，水産資源増殖や市民の親水意識の高揚等に効果があると考えられ，また漁業振
興にも必要である。

1

鏡川水系における魚類の資源増殖
と市民が親しめる河川環境づくり
のため，漁業権を持つ鏡川漁業協
同組合に委託し，アユ，アメゴ，
モクズガニの種苗放流の実施す
る。

2

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

3                   3                   4                   

996                 1,432               1,620               

鏡川水系における魚類の資源増殖
と市民が親しめる河川環境づくり
のため，漁業権を持つ鏡川漁業協
同組合に委託し，アユ，アメゴ，
モクズガニ，ウナギの種苗放流の
実施。

淡水魚増殖事業

3

施策の課題と１次評価

4

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

調書№ 11
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

02

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率
21年度

（現状）
22年度

（実績）

目
　
的

　河川及び浦戸湾の再生をめざした活動を市民と協働で行い，親水意識及び美化意識の高揚を図ります。
　また，鏡川を「森と海とまちをつなぐ環境軸」として，良好な水質や流域の特性に応じた豊かな自然環境の保全，良好な景観形成に向けた取
組を推進します。
　さらに，魅力ある漁業の再生をめざして，森林の荒廃を防ぐための環境保全活動を支援し，内水面資源の維持・増殖と海洋環境の回復を促進
します。

取
組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

　

環境の保全及び良好な景観形成の維持河川及び浦戸湾

今後の重要性

浦戸湾・七河川一斉清掃で収集されるごみの量

5.94

平成25年度　政策・施策評価調書

104

111

政策名

25年度

施策統括課

施策所管部

総合
計画
体系

自然豊かなまちづくり02共生の環01

06 海洋・河川環境の維持・保全

地域コミュニティ推進課

市民協働部

地域コミュニティ推進課

坂本　導昭

秋沢　大助

4.14現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

森林・川・海・里山・農地などの保
全，みどり豊かな市街地づくり

自然豊かなまちづくり

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

調査
結果

ｔ

意図

川・海等の環境は従前と比較し美化，浄化が進んでいるものと認識しているが，未だ市民の満足度が高いとは言えないものと考えている。

次世代へ良好な環境を引き継ぐという観点からすれば，今後も重要な施策として継続すべきものと認識している。

110

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

106.7%

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　緑や水辺などの自然は人々に安らぎを与え，多様
な生態系を育む場ともなります。
　市域の森林や川・海の自然を守り育てるととも
に，自然と人の共生文化の基盤となってきた里山，
農地などの二次自然についても貴重な自然と位置付
け，その保全に取り組みます。さらに，市街地にお
いては，身近に自然に親しむことができる空間の創
出を図るなど，森・里・海を通じた環境保全に取り
組み，自然豊かなまちづくりを進めます。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.22

現
在
の

6.04

111

今
後
の

97 103

指標名

重
要
性

施策名

対象

海洋・河川環境の維持・保全

単位

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

施策の課題と１次評価

4

3

約8,100人の市民の皆様の参加を
頂き，約103tのごみを収集した。

浦戸湾・七河川一斉清掃

3                   3                   4                   

996                 1,432               1,620               

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

Ａ 海洋・河川環境の維持・保全に係る数値目標の設定が必要。

地域コミュニティ推進課

　自然豊かなまちづくりに関しては，市民の満足度は低調であり，また，重要性も高い結果となっている。こうしたことから，海洋・河川
環境の維持・保全を目的とした浦戸湾・七河川一斉清掃は継続して実施すべきものと考えるが，事業の実施体制として，市民協働部のみで
の体制構築は不可能であり，環境部や全庁的な職員動員によりなんとか実施できている状況である。また，本市の財政状況の悪化から，参
加いただいている市民への物的支援も乏しい状況である。
　今後は，施策の位置づけや個別事業の目的等を再確認し，実施体制を充実させるとともに，十分な参加者への物的支援が可能となるよう
な予算編成を検討する必要がある。

1

事業開始から25年の節目を向か
え，広報用ポスターを新たに作成
するとともに，ねんりんピック実
行委員会の協力を得て，参加者に
タオルを配布し，少しでも物的支
援の充実を図り，市民の参加を促
進する。参加人数1万人，ごみ収
集量は約104ｔを想定している。

2

今後の取組方針

主な事業（取組）
主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

浦戸湾・七河川一斉清
掃

約8,500人の市民の皆様の参加を
頂き，約111ｔのごみを収集し
た。

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ａ
○第2次実施計画の数

値目標

ごみ収集量ではなく，市民の美化意識の高揚を目的としていることから，
参加者の人数や子どもの参加者の人数等新たな指標の検討が必要であるも
のと考えている。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

02

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率

62

21年度
（現状）

22年度
（実績）

目
　
的

　みどり豊かな都市環境を創造するために，公園や公共施設のみどりのストックを核として，民有地，道路，河川などの緑化を連続させるとと
もに，市民が水辺と触れ合うことのできる親水空間の整備を推進します。取

組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

59 60

四季感のある質の高い緑により安らぎを感じる。
近隣住民・公園利用者・
観光客等

今後の重要性

都市公園の住民1人当たり敷地面積

5.94

平成25年度　政策・施策評価調書

7.8

7.8

政策名

25年度

施策統括課

施策所管部

総合
計画
体系

自然豊かなまちづくり02共生の環01

07 みどり豊かな市街地づくり

みどり課

環境部

みどり課

黒田　直稔

今西　紀久

4.14現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

森林・川・海・里山・農地などの保
全，みどり豊かな市街地づくり

自然豊かなまちづくり

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

調査
結果

㎡

意図

満足度は比較的高い領域にあるものの，みどりによる景観の向上と，落葉被害対策とのバランスに苦慮するところがあり，満足度を向上さ
せていく上での課題を抱えている。

公園樹木・街路樹については，近隣住民からは，落葉被害等の苦情が絶えない面を抱えており，重要度の評価は中位に留まっている。都市
緑化推進の意義を根気強く説明し，理解を求めていく。

7.7

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

100.0%

88.6%
70

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　緑や水辺などの自然は人々に安らぎを与え，多様
な生態系を育む場ともなります。
　市域の森林や川・海の自然を守り育てるととも
に，自然と人の共生文化の基盤となってきた里山，
農地などの二次自然についても貴重な自然と位置付
け，その保全に取り組みます。さらに，市街地にお
いては，身近に自然に親しむことができる空間の創
出を図るなど，森・里・海を通じた環境保全に取り
組み，自然豊かなまちづくりを進めます。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.22

現
在
の

6.04

7.8

今
後
の

7.7 7.8

指標名

重
要
性

施策名

対象

みどり豊かな市街地づくり

単位

地元住民による公園愛護会の結成団体数(全公
園に占める結成公園数の割合)

％ 56 53

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

施策の課題と１次評価

4

3

都市景観の向上及び花とみどりの
まちづくりを担う地域組織の育成
を図るための，市民参加による公
園・公共空地・中心街幹線道路へ
の花の植栽活動の実施

みどり豊かなまちづくり
事業

19                  23                  13                  

686,774             736,962             592,356             

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

Ａ 従来の取組で成果向上が図られている。今後は老朽化した施
設の安全確保等の取組も推進していく。

みどり課

・公園遊園整備改良事業については，特に木製遊具等の施設が老朽化しているが，改修・改築が遅れている。

1

地域住民が組織する花いっぱい会
に花苗等を支給。公共花壇へ植え
付け。都市緑化イベントの開催等

2

今後の取組方針

主な事業（取組）
主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

都市緑化の推進

地域住民が組織する花いっぱい会
に花苗等を支給。公共花壇へ植え
付け。都市緑化イベントの開催等

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ａ
○第2次実施計画の数

値目標

老朽化した既存施設の安全確保も含めて計画的に事業を進める。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

調書№ 13
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

03

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率
21年度

（現状）
22年度

（実績）

目
　
的

　環境汚染及びそれに起因する健康被害を未然に防止するために，事業所等への指導を行うとともに，環境測定を継続して実施します。

取
組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

公害の未然防止，生活・自然環境の保全，市民の安全かつ健康
で文化的な生活を確保する。

市民・事業所・生活環境

今後の重要性

水質汚濁防止法による水質測定回数（年間）

6.39

平成25年度　政策・施策評価調書

3

1

政策名

25年度

施策統括課

施策所管部

総合
計画
体系

環境汚染の防止03共生の環01

08 公害対策の推進

環境保全課，廃棄物対策課

環境部

環境保全課

黒田 直稔

上田  斉

3.78現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

公害対策や生活排水対策の推進

環境汚染の防止

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

調査
結果

回

意図

公害対策や生活排水対策の推進については，市民生活と密接な課題であり，これまでの取組・施策について，一定高い評価を得ている。

今後についても多くの市民から快適な市民生活を希望する視点から生活環境の保全対策は重要であるとの認識を得ている。

1

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

33.3%

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　人の健康や生態系に深刻な影響を及ぼす大気汚染
や水質汚濁などの環境汚染を防止するために，公害
対策や生活排水対策を推進します。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

3.94

現
在
の

6.38

1

今
後
の

1 1

指標名

重
要
性

施策名

対象

公害対策の推進

単位

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

施策の課題と１次評価

地盤の低い下知地区に地盤沈下観
測所を設置し，地盤沈下量及び地
下水位を継続的測定を行う。

4

3 環境監視体制の充実

地盤の低い下知地区に地盤沈下観
測所を設置し，地盤沈下量及び地
下水位を継続的測定を実施。

環境保全課

環境保全課

公共用水域における河川，海域，地
下水などの測定による水質汚濁の状
況監視を実施。また，工場・事業場か
らの排出水について，日量50㎥超ま
たは特定有害使用施設からの排出
水を対象に調査測定を行った。
河川29地点・海域17地点
工場・事業所  延べ31箇所

水質汚濁防止事業

環境監視施設整備事業

地盤の低い下知地区に地盤沈下観
測所を設置し，地盤沈下量及び地
下水位を継続的測定を実施。
(昭和48年度からの継続)

10                  8                   10                  

157,338             135,653             122,666             

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

Ａ 従来の取組で成果向上が図られている。今後は有害物質の多
様化等への対応を検討していく。

環境保全課

・生活環境の保全，公害対策は，市民生活に密接に関連する課題であり，快適な市民生活を保障するためにも継続した取組，行政施策が重
要である。また，環境汚染防止に向けた市民・事業者・行政の連係による環境負荷の少ないライフスタイルやビジネススタイルが求められ
る。このためには，大気，水質，騒音，振動，地盤沈下，ダイオキシン類等の環境測定や事業所への立入調査・指導等継続的な監視観測体
制の確立とともに市民からの苦情・相談に対応可能な人員体制の確保，また，有害物質の多様化に対応できる検査機器・機材の調達が重要
な課題である。

1

公共用水域における河川，海域，
地下水などの測定による水質汚濁
の状況監視を行う。また，工場・
事業場からの排出水について，日
量50㎥超または特定有害使用施設
からの排出水を対象に調査測定を
行う。

2
化学物質の環境リスク
対策

ダイオキシン類発生防止
対策事業

ダイオキシン類対策特別措置法にお
ける大気，水質，地下水，土壌，底質
等汚染の状況を把握するため地域を
決めて測定を実施。また，大気，水質
適用施設を設置している工場・事業
所に対して監視を行った。
環境大気 7地点・水質 7地点
底質  6地点   土壌 1地点

今後の取組方針

主な事業（取組）
主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

ダイオキシン類対策特別措置法にお
ける大気，水質，地下水，土壌，底質
等汚染の状況を把握するため地域を
決めて測定を実施。また，大気，水質
適用施設を設置している工場，事業
所に対して監視を行った。
環境大気 7地点  水質 7地点
底質 6地点  土壌  1地点

ダイオキシン類対策特別措置法に
おける大気，水質，地下水，土
壌，底質等汚染の状況を把握する
ため地域を決めて測定を行う。
また，大気，水質適用施設を設置
している工場・事業所に対して監
視を行う。

大気・水・土壌環境の
保全

公共用水域における河川，海域，地
下水などの測定による水質汚濁の状
況監視を実施。また，工場・事業場か
らの排出水について，日量50㎥超ま
たは特定有害使用施設からの排出
水を対象に調査測定を行った。
河川29地点・海域17地点
工場・事業所   延べ30箇所

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ａ
○第2次実施計画の数

値目標

有害大気汚染の測定調査等国基準に対応できる体制の整備

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

調書№ 14
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

03

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

55.8

今
後
の

53.3 55.5

指標名

重
要
性

施策名

対象

生活排水対策の推進

単位

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　人の健康や生態系に深刻な影響を及ぼす大気汚染
や水質汚濁などの環境汚染を防止するために，公害
対策や生活排水対策を推進します。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

3.94

現
在
の

6.38

調査
結果

％

意図

下知，潮江，瀬戸及び浦戸湾東部処理区の処理区域を拡大し，下水道の普及が進んだ区域については，生活排水による水質汚濁が改善さ
れ，現在の満足度が向上したと考える。

生活環境を守る政策は，市民に重要と認識されており，生活排水対策として，引き続き下水道の普及に向けた取組が望まれていると考え
る。

50.2

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

100.0%

3.78現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

公害対策や生活排水対策の推進

環境汚染の防止

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

下水道建設課

都市建設部

下水道建設課

海治　甲太郎

高橋　尚裕

施策所管部

総合
計画
体系

環境汚染の防止03共生の環01

09 生活排水対策の推進

平成25年度　政策・施策評価調書

56.0

56.0

政策名

25年度

施策統括課

公共下水道による生活排水処理を行い，公共用水域の水質保全
及び生活環境の改善を図る。

下水道事業計画区域内の
市民

今後の重要性

下水道普及率

6.39

目
　
的

　生活排水による水質汚濁を防止するために，下水道普及率の向上に取り組むとともに，処理水質の確保のための適切な施設管理に努めます。
　また，公共下水道と浄化槽処理との適切な役割分担による，地域の実情に即した生活排水対策を推進します。取

組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

21年度
（現状）

22年度
（実績）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ａ
○第2次実施計画の数

値目標

費用対効果をより一層高め，下水道事業の経営の安定化を図る必要があ
る。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名
主な事業（取組）

主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

公共下水道（汚水）の
整備促進による下水道
普及率の向上

下知，潮江，浦戸湾東部処理区の
汚水管渠築造工事を行い，処理区
域を17ha拡大し下水道普及率は
55.8%に向上した。

今後の取組方針

Ａ
従来の取組で成果向上が図られている。今後は下水道事業の
企業会計移行による経営の健全化等の取組や単独浄化槽から
合併浄化槽への転換等の取組を推進していく。

下水道建設課

　市民意識調査においては，現在の満足度及び今後の重要性について向上している状況であり，引き続き汚水管渠の普及促進を図る必要が
あるが，全国的な下水道の普及から汚水整備促進に係る国の予算が減少しており，併せて本市の厳しい財政状況の中で，雨水対策，地震対
策も進める必要があり，汚水対策にかかる予算確保が課題である。
　また，平成26年４月には下水道特別会計から企業会計へ移行する予定としており，経営の健全化や計画性・透明性を図る必要がある。

1

下知，潮江，浦戸湾東部処理区の
汚水管渠築造工事を行い，処理区
域を拡大し下水道普及率の向上に
努める。

2

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

60                  58                  48                  

14,224,552          13,624,777          15,334,187          

下知，潮江，瀬戸及び浦戸湾東部
処理区の汚水管渠築造工事を行
い，処理区域を75ha拡大し下水道
普及率は55.5%に向上した。公共下水道汚水整備事業

3

施策の課題と１次評価

4

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

調書№ 15
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

03

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

85

今
後
の

77 81

指標名

重
要
性

施策名

対象

生活排水対策の推進

単位

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　人の健康や生態系に深刻な影響を及ぼす大気汚染
や水質汚濁などの環境汚染を防止するために，公害
対策や生活排水対策を推進します。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

3.94

現
在
の

6.38

調査
結果

％

意図

公害対策や生活排水対策については，市民生活と密接な課題であり，浄化槽設置補助制度等，一定の満足度を得ている。

快適な市民生活を維持するためにも生活排水対策の重要性は認識されており，下水道の整備とともに計画的な生活排水対策が求められてい
る。

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

100.0%

3.78現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

公害対策や生活排水対策の推進

環境汚染の防止

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

環境保全課

環境部

環境保全課

黒田 直稔

上田  斉

施策所管部

総合
計画
体系

環境汚染の防止03共生の環01

09 生活排水対策の推進

平成25年度　政策・施策評価調書

90

90

政策名

25年度

施策統括課

浄化槽の適正管理を推進し，生活排水対策の向上を図る。
市民・事業所・浄化槽事
業者

今後の重要性

浄化槽の市内設置基数及び所在等の把握率

6.39

目
　
的

　生活排水による水質汚濁を防止するために，下水道普及率の向上に取り組むとともに，処理水質の確保のための適切な施設管理に努めます。
　また，公共下水道と浄化槽処理との適切な役割分担による，地域の実情に即した生活排水対策を推進します。取

組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

21年度
（現状）

22年度
（実績）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ａ
○第2次実施計画の数

値目標

・現在取り組んでいる浄化槽の設置状況調査の結果を踏まえて，合併浄化
槽の普及並びに適正管理を推進する。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名
主な事業（取組）

主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

 浄化槽実地調査
  調査訪問件数   15,781件
    内 浄化槽     7,053件
    を確認し台帳化した。

高知市市域で未調査区域にある建
築物で現在の汚水処理状況が，確
定できないものを訪問調査する。

    訪問予定件数    28,335件

合併処理浄化槽の普及
率向上

  補助額と実績
   74,394千円
   210基
          5人槽  153基
          7人槽   50基
         10人槽    7基

今後の取組方針

Ａ
従来の取組で成果向上が図られている。今後は下水道事業の
企業会計移行による経営の健全化等の取組や単独浄化槽から
合併浄化槽への転換等の取組を推進していく。

環境保全課

・生活排水の排出による公共用水域の水質汚濁の防止については，汚水処理人口の普及拡大，汚濁負荷の削減，水質環境基準の達成等が重
要であり，公共水域の水質汚染防止のための生活排水対策として，下水道整備事業とともに公共下水道計画区域外等での高度処理型合併浄
化槽の設置促進や転換への施策が課題である。

1

  計画
   68,294千円
   140基
          5人槽  103基
          7人槽     34基
         10人槽      3基

2 浄化槽適正管理の推進
浄化槽適正管理推進事業

 浄化槽実地調査
  調査訪問件数   14,247件
    内 浄化槽     8,509件
    を確認し台帳化した。

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

60                  58                  48                  

14,224,552          13,624,777          15,334,187          

環境保全課

  補助額と実績
   94,482千円
   271基
        5人槽  216基
        7人槽   54基
       10人槽     1基

浄化槽設置費補助金

3

施策の課題と１次評価

4

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

04

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率
21年度

（現状）
22年度

（実績）

目
　
的

　伝統行事など地域の文化を後世に伝え，さらに発展させていくために，世代間や地域間の交流を促進するとともに，体験や学習の機会提供に
努めます。取

組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

地域文化を理解，享受し，世代間で継承する。すべての市民

今後の重要性

世代間ふれあい事業参加者数

5.32

平成25年度　政策・施策評価調書

1,900

1,850

政策名

25年度

施策統括課

施策所管部

総合
計画
体系

共生文化の継承と創造04共生の環01

10 地域文化の再発見と継承と創造

生涯学習課，青少年課，民権・文化財課

教育委員会

民権・文化財課

松原　和廣

筒井　秀一

4.09現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

世代間や地域間の交流の促進，地域
の祭りや伝統芸能・食文化などに触
れる機会づくり

共生文化の継承と創造

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

調査
結果

人

意図

一定の満足度が得られている。

重要性への認識が低い要因としては，地域文化への市民の興味・関心を喚起できていないことが考えられる。

1,870

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

97.4%

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　それぞれの地域で自然や歴史に根ざして育まれて
きた生活様式や食などにまつわる独特の文化は，自
然と地域の人々との共生の一形態であり，その地域
の魅力ともなっています。
　このような地域文化の継承とさらなる発展をめざ
して，世代間や地域間の交流を促進するとともに，
地域の祭りや伝統芸能，食文化などに触れる機会づ
くりに努めます。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.12

現
在
の

5.34

1,785

今
後
の

1,768 1,815

指標名

重
要
性

施策名

対象

地域文化の再発見と継承と創造

単位

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

施策の課題と１次評価

高知近代史研究会と年６回の研究
報告会を開催。
土佐山内家宝物資料館と連携した
植木邸のふすま解体完了，出現し
た資料の整理に移行。
指定・埋蔵文化財は施策54参照

4

3 地域文化の発見と活用

高知近代史研究会と年６回の研究
報告会を開催。
市内博物館・図書館７館との連携
展示」を開催。
土佐山内家宝物資料館と連携し，
植木邸のふすま解体調査実施。
指定・埋蔵文化財は施策54参照

民権・文化財課

民権・文化財課

文化センターやふれあいセンター
等の公立公民館で，木工教室やそ
うめん流しなど，地域の多世代が
交流できる37講座を開設した。世代間交流ふれあい事業

地域文化再発見事業

高知近代史研究会と年６回の研究
報告会を開催。
四国地域史研究連絡協議会高知大
会を開催。
土佐山内家宝物資料館と連携し，
植木邸のふすま解体調査実施。
指定・埋蔵文化財は施策54参照

2                   2                   2                   

438                 391                 469                 

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

Ｂ
地域間交流の促進については，現在取組がなされておらず，
個別事業の実施を検討してく。また施策全体の取組について
も，市民等との協働を踏まえ目的達成のための効果的な取組
を検討していく。

生涯学習課

　「地域文化の再発見と継承と創造」という施策における，「世代間交流」「地域間交流」「地域や市民ボランティア等との連携」「地域
の歴史サークル，コミュニティグループ等と協力」等々の内容と具体的な事業について，なお議論を深める必要があるのではないか。

1

例年と同じく，文化センターやふ
れあいセンター等の公立公民館
で，昔あそびや年中行事など，地
域の多世代が交流できる講座を開
設予定。４月に開館した下知コ
ミュニティセンターでも実施して
いく。

2 地域間交流の促進
地域間交流促進事業

「地域間交流」という観点で特記
するものはない。

今後の取組方針

主な事業（取組）
主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

「地域間交流」という観点で特記
するものはない。

「地域間交流」という観点で特記
するものはない。

世代間交流の場づくり

文化センターやふれあいセンター
等の公立公民館で，生け花教室や
昔あそびなど，地域の多世代が交
流できる45講座を開設した。

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ｂ
○第2次実施計画の数

値目標

個々の取組の進展だけでなく，施策全体のあり方について，市民も交えた
議論，経験交流が必要である。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

04

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率

76.7

21年度
（現状）

22年度
（実績）

目
　
的

　食を通じて地域の自然や文化の豊かさを知る機会を創出するために，学校給食での地域食材の活用，生産者との連携による体験活動や出前授
業の拡充など，学校教育において食文化の継承に向けた取組を推進します。
　また，市民農園の整備を行うとともに，多種多様で新鮮な旬の食材を身近に手に入れることのできる街路市や直販所の充実と利用促進を図り
ます。

取
組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

- -

郷土料理について学び調理することができる。児童・生徒・保護者

今後の重要性

小中学生の郷土料理摂取率(小学高学年)

5.32

平成25年度　政策・施策評価調書

83.2

83.2

政策名

25年度

施策統括課

施策所管部

総合
計画
体系

共生文化の継承と創造04共生の環01

11 食を通じた地域文化の継承と創造

教育環境支援課

教育委員会

教育環境支援課

松原　和廣

西村　浩代

4.09現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

世代間や地域間の交流の促進，地域
の祭りや伝統芸能・食文化などに触
れる機会づくり

共生文化の継承と創造

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

調査
結果

％

意図

満足度が上がっているのは，地域の食文化に触れる機会が増えてきていることがひとつの要因と考えられる。

本市の強みである豊かな自然，そこから生まれる地域食材は様々な可能性を秘めており，県内外からの関心も高くなっていることから，本
施策の重要性は増していくと考える。

73.2

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

100.0%

100.0%
76.7

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　それぞれの地域で自然や歴史に根ざして育まれて
きた生活様式や食などにまつわる独特の文化は，自
然と地域の人々との共生の一形態であり，その地域
の魅力ともなっています。
　このような地域文化の継承とさらなる発展をめざ
して，世代間や地域間の交流を促進するとともに，
地域の祭りや伝統芸能，食文化などに触れる機会づ
くりに努めます。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.12

現
在
の

5.34

-

今
後
の

- -

指標名

重
要
性

施策名

対象

食を通じた地域文化の継承と創造

単位

小中学生の郷土料理摂取率(中学生) ％ 66.7 -

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

施策の課題と１次評価

4

3

・地域食材の学校給食への活用促進
・地域食材に関する指導資料の作成
・地域食材活用献立の研究
・地場産品活用促進協議会の実施
・食育実践発表会の開催
・親子料理教室の開催
・実践中心校の取組・啓発

小中学校食育・地場産品
活用推進事業(再掲)

1                   1                   1                   

374                 364                 411                 

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

Ａ
学校教育における食文化の継承や街路市・直販所の活性化
等，自治体の担う役割も必要であり，今後も効果的な事業や
手法を検討し，取組を継続していく。

教育環境支援課

郷土料理や地域食材を使った料理に触れる機会が少ない。

1

・地域食材の学校給食への活用促進
・地域食材に関する指導資料の作成
・地域食材活用献立の研究
・地場産品活用促進協議会の実施
・食育実践発表会の開催
・親子料理教室の開催
・実践中心校の取組・啓発

2

今後の取組方針

主な事業（取組）
主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

食育を通じた地域の食
文化の継承

・地域食材の学校給食への活用促進
・地域食材に関する指導資料の作成
・地域食材活用献立の研究
・地場産品活用促進協議会の実施
・食育実践発表会の開催
・親子料理教室の開催
・実践中心校の取組・啓発

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ｂ
○第2次実施計画の数

値目標

郷土料理について学ぶことから調理できるように個別事業の内容精査をす
ることが必要

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

04

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

今
後
の

指標名

重
要
性

施策名

対象

食を通じた地域文化の継承と創造

単位

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　それぞれの地域で自然や歴史に根ざして育まれて
きた生活様式や食などにまつわる独特の文化は，自
然と地域の人々との共生の一形態であり，その地域
の魅力ともなっています。
　このような地域文化の継承とさらなる発展をめざ
して，世代間や地域間の交流を促進するとともに，
地域の祭りや伝統芸能，食文化などに触れる機会づ
くりに努めます。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.12

現
在
の

5.34

調査
結果

意図

平成23年度から25年度にかけて，大幅な変化が無く，満足度は高い水準で保たれているものと判断する。

平成23年度から25年度にかけて，大幅な変化は無いが，市民農園の重要性については比較的低い認識となっている。
これについては，市民農園の周知不足や，農業への取組意識を高める情報提供の不足が原因であると考えられる。

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

4.09現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

世代間や地域間の交流の促進，地域
の祭りや伝統芸能・食文化などに触
れる機会づくり

共生文化の継承と創造

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

土佐山地域振興課，鏡地域振興課

農林水産部

土佐山地域振興課

本山　幸一

岩﨑　昭頼

施策所管部

総合
計画
体系

共生文化の継承と創造04共生の環01

11 食を通じた地域文化の継承と創造

平成25年度　政策・施策評価調書

政策名

25年度

施策統括課

遊休農地を利用した市民農園の貸付を行うことにより，農業に
触れ合う機会を提供するとともに，農園利用者と地元住民の交
流の場として活用し，中山間地域における交流人口の拡大を促
進する。

市民

今後の重要性 5.32

目
　
的

　食を通じて地域の自然や文化の豊かさを知る機会を創出するために，学校給食での地域食材の活用，生産者との連携による体験活動や出前授
業の拡充など，学校教育において食文化の継承に向けた取組を推進します。
　また，市民農園の整備を行うとともに，多種多様で新鮮な旬の食材を身近に手に入れることのできる街路市や直販所の充実と利用促進を図り
ます。

取
組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

21年度
（現状）

22年度
（実績）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ａ
第2次実施計画の数

値目標

農業に触れ合う機会を提供するとともに，農園利用者と地元住民の交流の
場として活用し，中山間地域における交流人口の拡大を促進するために必
要な施策であり，第２次実施計画においても継続して実施する。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名
主な事業（取組）

主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

高知らしさを活かした
市民農園の拡充

貸付区画数
58区画/70区画（82.8％）

今後の取組方針

Ａ
学校教育における食文化の継承や街路市・直販所の活性化
等，自治体の担う役割も必要であり，今後も効果的な事業や
手法を検討し，取組を継続していく。

土佐山地域振興課

　市民にとっての重要度が23年度からほとんど変化がしていない点に着目し，耕作放棄地対策の重要性や，市民農園の活用事例等，市民に
対して，本施策への認知，理解を求めるための広報を行う事が必要と考える。

1

貸付区画数
60区画/68区画（88.2％）

2

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

1                   1                   1                   

374                 364                 411                 

貸付区画数
58区画/70区画（82.8％）市民農園貸付事業

（再掲）

3

施策の課題と１次評価

4

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

調書№ 19
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

04

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

今
後
の

指標名

重
要
性

施策名

対象

食を通じた地域文化の継承と創造

単位

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　それぞれの地域で自然や歴史に根ざして育まれて
きた生活様式や食などにまつわる独特の文化は，自
然と地域の人々との共生の一形態であり，その地域
の魅力ともなっています。
　このような地域文化の継承とさらなる発展をめざ
して，世代間や地域間の交流を促進するとともに，
地域の祭りや伝統芸能，食文化などに触れる機会づ
くりに努めます。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

4.12

現
在
の

5.34

調査
結果

意図

平成23年度とほぼ同等の数値である。食文化の豊かさを背景として高い市民満足度を保っているものと考えられる。

平成23年度とほぼ同等の数値である。見直し領域ではあるが，食の重要性，施策満足度の高さと併せ読むと，施策の重要性については不変
と思われる。

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

4.09現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

世代間や地域間の交流の促進，地域
の祭りや伝統芸能・食文化などに触
れる機会づくり

共生文化の継承と創造

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

産業政策課

商工観光部

産業政策課

中澤　慎二

大石　和成

施策所管部

総合
計画
体系

共生文化の継承と創造04共生の環01

11 食を通じた地域文化の継承と創造

平成25年度　政策・施策評価調書

政策名

25年度

施策統括課

新鮮な地元の食材を市民が気軽に入手できる街路市の良さを市
民にＰＲし，より利用しやすく，いろいろな世代に地域の食文
化に触れる機会を提供するため，街路市利用者のサービス向上
に努める。

全市民

今後の重要性 5.32

目
　
的

　食を通じて地域の自然や文化の豊かさを知る機会を創出するために，学校給食での地域食材の活用，生産者との連携による体験活動や出前授
業の拡充など，学校教育において食文化の継承に向けた取組を推進します。
　また，市民農園の整備を行うとともに，多種多様で新鮮な旬の食材を身近に手に入れることのできる街路市や直販所の充実と利用促進を図り
ます。

取
組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

21年度
（現状）

22年度
（実績）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ａ
第2次実施計画の数

値目標

街路市の情報を発信するため，シルバー人材センター・ＳＭＳなどと連携
し，フェイスブック等を活用しながら，地元消費者の利用促進を図る。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名
主な事業（取組）

主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

街路市や直販所の充実
と利用促進

・日曜市パンフレットの配布
・書店等を通じた日曜市ガイド
ブックの販売
・街路市ホームページの充実
・日曜市学生サポーター事業
・街路市活性化基本情報収集

今後の取組方針

Ａ
学校教育における食文化の継承や街路市・直販所の活性化
等，自治体の担う役割も必要であり，今後も効果的な事業や
手法を検討し，取組を継続していく。

産業政策課

○高度成長期における市街地の拡大に伴い，人口が郊外に流出
○郊外への大規模小売店舗の進出や，中心市街地の大規模小売店舗の相次ぐ撤退などの影響を受け，中心市街地の魅力が低下
○賑わいの核の減少など中心市街地の魅力低下から歩行者通行量が減少
○中心市街地と連携した発展が求められる日曜市の出店者高齢化や後継者不足等による活力低下

1

・日曜市パンフレットの配布
・書店等を通じた日曜市ガイド
ブックの販売
・街路市ホームページの充実
・日曜市学生サポーター事業
・シルバー人材センターと連携し
た街路市活性化事業

2

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

1                   1                   1                   

374                 364                 411                 

・日曜市パンフレットの配布
・書店等を通じた日曜市ガイド
ブックの販売
・街路市ホームページの充実
・日曜市学生サポーター事業

街路市情報発信事業
（再掲）

3

施策の課題と１次評価

4

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

調書№ 20
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

05

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率
21年度

（現状）
22年度

（実績）

目
　
的

　災害発生時における地域の防災活動を組織的かつ効果的に行うために，市民の防災意識の啓発や地域の防災リーダー育成，事業所の地域防災
活動への参加促進に取り組むとともに，町内会活動等と連携して自主防災組織の結成と活性化を促進します。取

組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

防災意識の向上を図り，自主防災組織の結成や活動の活性化を
促進し，地域の災害対応力を強化する。

市民

今後の重要性

自主防災組織の結成率

6.78

平成25年度　政策・施策評価調書

85.0

85.0

政策名

25年度

施策統括課

施策所管部

総合
計画
体系

減災対策の強化05共生の環01

12 地域防災力の向上

防災政策課，地域防災推進課

防災対策部

地域防災推進課

下元　俊彦

横山　成郎

3.31現在の満足度

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

大綱名

防災意識・地域防災力の向上，災害
対応力の強化に向けた取組の推進

減災対策の強化

施策関係課

23年度

施策名

１次
評価

調査
結果

％

意図

　南海地震対策については従来より市民の関心が高かったが，特に東日本大震災直後の前回市民意識調査では，災害対策の強化に対する要
望が高く，満足度は低いとの結果がでている。本年度調査結果では，満足度が少し良い評価となっているが，これは東日本大震災以降の官
民一体となった防災力向上への取り組みが一定評価されたものと考える。

　現在想定されている南海トラフ巨大地震などの大規模災害において，被害を最小化するには自助・共助の取組が不可欠であることから，
引き続き地域防災力の向上を進めていくことが重要であると考える。

44.9

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

100.0%

満
足
度

　部局長名

　統括課長名

変化の確認と要因

調
査
項
目

　気候変動などに伴い多様化する豪雨災害や，南海
地震のような都市の防災力を超える大規模災害に対
応するためには，災害の発生により生じる被害を最
小化するという減災対策が重要となります。自然と
共生する災害に強いまちをめざして，市民の防災意
識の向上に努めるとともに，人と人の協力関係を活
かす地域防災力の向上に取り組みます。
　また，災害発生時に迅速かつ的確な対応を可能と
するために，災害対応力の強化に向けた取組を推進
します。

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

3.65

現
在
の

6.87

67.7

今
後
の

47.8 50.3

指標名

重
要
性

施策名

対象

地域防災力の向上

単位

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

施策の課題と１次評価

①実施見込　100団体
②参加見込　6,000名

4

3
地域防災訓練の実施促
進

①実施　69団体
②参加者数　2,308名

防災政策課

地域防災推進課

●89団体　33,477千円

高知市自主防災組織育
成・強化事業費補助金

自主防災組織を中心とし
た地域防災訓練

①補助金交付による訓練実施
　実施　48団体
②9/1県下一斉避難訓練
　参加者数　925名

3                   3                   4                   

43,189              61,498              145,026             

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

Ｂ
従来の取組で自主防災組織率が高まり，成果向上は図られて
いる。今後は組織活動の活性化に向けた効果的な取組を推進
していく。

地域防災推進課

　地域防災力の要となる自主防災組織の結成率は平成25年7月1日現在で75.7%となっている。平成26年度中の100%達成を目指して引き続き結
成促進に取り組んでいく。なお，25年度末の目標については津波浸水エリア内を重点的に取り組むことし，現実的な目標値85％に訂正し
た。
　自主防災組織の結成が進まないことや自主防災組織の活動停滞の要因と考えられる地域住民の高齢化，津波浸水想定エリア外での防災意
識の低下などについては，小学校区単位で連合組織化を進めることや補助制度の拡充などにより，引き続きバックアップを図っていく必要
がある。

1

●315団体　104,300千円

2
防災リーダー育成・防
災意識啓発の推進

「防災人づくり塾」の開
催

●年１回開催
●212名修了

今後の取組方針

主な事業（取組）
主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

●年２回開催
●前期160名，後期93名　計253名
修了

●年２回開催
●前期200名，後期200名　計400
名募集

自主防災組織の育成・
強化

●132団体　51,949千円

平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度計画所管課名

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ｂ
○第2次実施計画の数

値目標

平成26年度中の自主防災組織率１００％を達成に向けて引き続き現行の取
組を進めていくが，組織化の進捗によっては，結成促進から活動の活性化
に重点をおいた取組にシフトするなど，補助事業等の個別事業の見直しを
行う必要がある。

新たな指標の設定 目標の再設定 目標の設定
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１　政策基本方針 ２　市民意識調査結果（市の施策に対する満足度と今後力を入れるべき施策）

05

３　市民意識調査結果の考察

４　施策取組方針・目的

５　総合計画・第１次実施計画の主な数値目標（意図する状態にしていくための指標）

23年度
（実績）

24年度
（実績）

25年度
（目標）
（見込）

達成率

目
　
的

　災害発生時における地域の防災活動を組織的かつ効果的に行うために，市民の防災意識の啓発や地域の防災リーダー育成，事業所の地域防災
活動への参加促進に取り組むとともに，町内会活動等と連携して自主防災組織の結成と活性化を促進します。取

組
方
針

対象をどのよう
な状態にしてい
くのか

誰(何)を対象にし
ているのか

平成25年度　政策・施策評価調書

35

18

政策名総合
計画
体系

減災対策の強化共生の環01

12 地域防災力の向上

大綱名

施策統括課

施策所管部

防災意識・地域防災力の向上，災害
対応力の強化に向けた取組の推進

減災対策の強化

　部局長名

　統括課長名

政　策  の　基　本　方　針　と　市　民　評　価　結　果

１次
評価

05

施策関係課

23年度

施策名

  警防課

　消防局

　警防課

　蒲原　利明

　髙井　祐介

25年度

6.87

　南海地震対策については，元々市民の関心が高く，23年３月に発生した東日本大震災を踏まえて，官民一体となり防災力向上へ取り組ん
できたものを，継続して取り組むことが重要だと感じている。

　自主防災組織の各種訓練への消防署所・消防
団の訓練・指導実施率

6.78

21年度
（現状）

22年度
（実績）

単位

現在の満足度

今後の重要性

3.65

対象

地域防災力の向上

意図

　調査結果はほぼ横ばいで，減災対策の重要性については，市民の共通認識であることから，自主防災組織の育成について，更なる充実強
化が必要である。

3.31

　訓練等を通じて災害対応力の向上を図る。　市民

％

調
査
項
目

　気候変動などに伴い多様化する豪雨災害や，南海
地震のような都市の防災力を超える大規模災害に対
応するためには，災害の発生により生じる被害を最
小化するという減災対策が重要となります。自然と
共生する災害に強いまちをめざして，市民の防災意
識の向上に努めるとともに，人と人の協力関係を活
かす地域防災力の向上に取り組みます。
　また，災害発生時に迅速かつ的確な対応を可能と
するために，災害対応力の強化に向けた取組を推進
します。

調査
結果

※満足度：「満足」から「不満足」まで（5段階）の回
答に応じて8～0点を設定し，指数化
※重要性：「高い」から「低い」まで（5段階）の回答
に応じて8～0点を設定し，指数化

現
在
の

満
足
度

19

今
後
の

25 22

指標名

重
要
性

30

施策の取組方針（目的・目標）と実績把握

50.0%

施策名

変化の確認と要因

低い　　←　　満足度　　→　　高い

高
い
　
←
　
重
要
性
　
→
　
低
い

25年度 23年度

強化領域 維持領域

検討領域 見直し領域
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６　施策を構成する予算事業の状況

予算事業数

事業総額（単位：千円）

７　施策の主な取組状況

８　施策の現状の課題認識（市民意識調査結果をふまえて施策としての課題は何か）

９　施策としての今後の取組方針（施策所管部長による１次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

１０　施策としての今後の取組方針（行政改革推進本部会による２次評価）

Ａ：従来の取組で施策成果を向上させる

Ｂ：個別事業を見直して施策の成果を維持する

Ｃ：従来以上の取組で施策成果を向上させる

Ｄ：施策自体を見直す

評　          価 評価結果の理由・コメント

２次評価

今
後
の
取
組
方
針

5

○

施策の課題と１次評価

4

3

4                   

43,189              61,498              145,026             

3                   3                   

施策の主な取組（個別事業）・・平成２３年度実績・平成２４年度実績・平成２５年度計画

平成23年度決算 平成24年度決算 平成25年度予算

Ｂ
従来の取組で自主防災組織率が高まり，成果向上は図られて
いる。今後は組織活動の活性化に向けた効果的な取組を推進
していく。

消防局警防課

　自主防災組織が行う訓練の指導実績については，横ばい傾向にあるが，近年で急激に自主防災組織の結成率の向上が図られており，指標
に用いる実施率の分母を自主防災組織数としたことにより，指導実施率が逆に低下している状況である。今後は指標の再設定が必要である
とともに，自主防災組織の育成指導については，訓練の主体である自主防災組織へ積極的な啓発を行なう等継続した取組が必要となってい
る。

1

　消防分団屯所等への簡易救助資
機材等の整備（鏡・初月・五台
山・長浜・春野西分団）
2,595,274円（予算額）

2
地域防災訓練の実施促
進

自主防災組織の訓練実施
促進

　訓練指導実績：110回

今後の取組方針

　警防課防災担当係と各署所・各
分団が連携して実施する。
訓練指導予定：115回

自主防災組織の育成・
強化

　消防分団屯所等への簡易救助資
機材等の整備（上街・北街・一
宮・潮江・春野中分団）
1,804,424円（実績額）

　消防分団屯所等への簡易救助資
機材等の整備（鴨田・下知・介
良・御畳瀬・春野北分団）
1,828,039円（実績額）地域防災力育成強化事業

消防局警防課

　訓練指導実績：112回

主な事業（取組）
主な個別事業（１つ） 施策の目標達成に向けての具体的な取組

平成24年度実績 平成25年度計画平成23年度実績所管課名

目標の再設定 目標の設定

評　             価 平成26年度からの第２次実施計画への反映・申し送り事項

Ｃ
第2次実施計画の数

値目標

　指標の再設定を行なうとともに，消防署所・消防団が連携して自主防災
組織の訓練指導等の充実強化を図る。

新たな指標の設定
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